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製品トレーサビリティができないとこの先売れなくなる！！

 

今年は何と言ってもロ
シアのウクライナ侵攻
で世界のエネルギーか
ら食品にも大きな影響
を与えています。特に
ソフトターゲットとい
う病院、学校、ショッ
ピングモールなど、ま
たエネルギー施設を破
壊し厳しい冬を武器にすることなど、卑劣な戦争を仕掛け、
多くの民間人の命を奪います。
一方、私たちが日常で使用しているものも、このようなテロ
（組織個人を問わず）などは、ソフトターゲットとしていつ
誰に仕掛けられるのかもわかりません。先号でも書きました
が「食品テロ防御」として北米では 2001 年 9 月 11 日に発
生した同時多発テロで国防省も直撃され、当時の米国はアフ
ガンなどのテロリストの対策は全くできていませんでした。
そのため直ちに「テロ対策特別処置法」を施行、「サイバー
テロ」そして「食品テロ防御（Defence 攻撃を諦めさせるこ
と）」は産業界の責任としています。
欧米では国でできること、産業界の責任が明確になっていま
す。食品や製品安全の対策は PL 対策として「PLP 製品事故
未然防止」と「PLD 製品事故再発防止」を日頃から緊急事態
の際に直ちに実行できる経営者をトップにした組織とそれを
支えるシステムが重要としています。システムについては経
産省が「製品リコールは ICT/IoT による製品トレーサビリ
ティ」と 2018 年に公表しています。製品安全行政は製品安
全４法にて事業者の規制を行なっています。重大事故は報告

義務とし、企業には体制整備を調査し必要に応じ行政対応
として「体制整備命令」や「危害防止命令」と許認可の取
り消しなどを行います。このため、製品安全対策や製品事
故発生時の対策などは民間の取り組みですから国の顔色を
見ていても何もわかりません。　　
米国の食品安全防御も「デジタル化された製品の追跡シス
テムを実装していること」「エンド to エンド」すなわち畑か
ら食卓までのトレーサビリティを要求しています。重大事案
発生に際し、デジタルでのトレーサビリティの仕組みや記録
ができない場合は「体制の脆弱性」として米国でのそのメー
カーの製品が全て販売できなくなると FDA の公表資料に記
載されています。トラクターから家電、工具、雑貨なども
CPSC（消費者製品安全委員会）が FDA と同様に 24 時間以
内でのリコール発動とその成果を監視しデジタルデータでの
トレーサビリティ情報を求めます。
2025 年にはこのデジタルトレーサビリティ、市場モニタリ
ングなどが必須になると言っても過言ではなく、対応でき
ない製品は販売できなくなる時代が目の前に迫りました。安
全に関する情報は「正確・迅速・簡単」にできないと企業そ
のものの存続に影響します。どうするのかは企業努力以外に
ありません。食品・製品トレーサビリティの動きは流通情報
標準化機関 GS1 として北米にを中心に全世界で大きな動き
がありますので、引き続き当協議会で最新情報をお届けしま
す。皆様が良い年を迎えられることを祈念します。（渡辺吉明）
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PL対策関心度アンケート報告 PLnews
2022年 12月号当協議会で１０月からセミナー参加者や外部に向けて、製品の安全に関する関心度を

調査するアンケートを実施しています。あくまで会社としてではなく個人での関心度
を示したものです。年末ということで、今年度の活動として報告させていただきます。
なお、アンケートは現在も実施中ですので、お気軽にご回答ください。

アンケートはこちら
https://forms.gle/yttCA51Li87eyMEc7
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アンケート総評
　アンケートにお答えいただいた方の職種は製造業が
約６割、ついでサービス業、流通小売となっています。
取扱製品については「家電・燃焼器具」が最も多く、「雑
貨・家具」「産業用機械」と続いています。
　「商品の安全の取り組み」「消費者への安全情報の伝
え方」については、PL 対策セミナーに参加される方
ですので約半数の方が関心が高いとされています。
しかし、「自主回収・リコール」や「安全情報をアプ
リで確認すること」は、「QRコードの利用」に関しては、
ぐっと関心が低くなってしまいます。消費者へ安全情
報を伝えることは重要視しているのに、自主回収・リ
コールについての関心が低いのはなぜでしょうか。
自主回収・リコールしか未然防止はできないのです。
これは全ての製品は市場に出た後の安全対策として
「いかに正しい情報を消費者に伝えるか」が全てと言っ
ても過言ではありません。アプリ、や QR を利用する
のも、その手段の一つになります。
　また、以前からお伝えしているように GS1US が今
のバーコード (1 次元シンボル ) を 2027 年に完全に２
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次元シンボルに移行すると発表しました。現時点では
GS1 標準の２次元シンボルは日本製の GS1QR と米国
製のデータマトリクスになります。前者は既に医療関
係のトレーサビリティなどに利用されていますが、
B2C では使えません。そこで GS1QR の登場であり、
B2C としての GTIN+LOT でグローバル標準のコード体
系を利用し、消費期限や時にリコール告知、そして食
品では店内での食品ロスの低減策、そして食品安全強
化法によるバイオテロ対策が必要になります。何より
も、リコールも改正された米国の食品安全強化法も全
ては「製品のトレーサビリティ」に繋がります。本体
表示という狭いスペースをこういう多機能 QR を利用
することは消費者庁表示対策課でも検討を開始してい
ます。
消費者庁食品表示企画課でもアプリでの効果は認めて
いるが業界に統一したルールがないためうまく行かな
いとあります。これが日本の現状、世界はすでに GS1
標準が当たり前になっています。（菅野裕）
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第 9 回東北工業大学製品安全シンポジウムが
開催されました。

　本年も、製品安全月間に合わせて、１１月１９日宮
城県の東北工業大学主催で製品の安全をテーマにシン
ポジウムが開催されました。Web 会議システム
「Zoom ミーティング」によるオンライン開催で４０
名を超える参加者がありました。
　今年で９回を数え、　昨年から、テーマを「製品と
消費者安全の SDGs」とし、目標 12 には「つくる責任・
つかう責任」として位置付けられており、今回は、「モ
ノの終活・循環」に着目し、モノを使用し終える時の
責任やつながる仕組みについて、作り手・つかい手・
つなぎ手の立場から考えました。
　3 名のパネリストは、アイリスオーヤマ ( 株 ) 商品
開発部長 佐藤耕平氏、一社 ) PL 対策推進協議会会長
渡辺吉明氏、一社 ) ございん八木山代表理事 井上則雄
氏です。コーディネーターとして、元東北工業大学副
学長菊地良覺先生が登壇されました。
佐藤氏からは、アイリスオーヤマにおける SDGs 活動
の話。渡辺氏からは、中古市場で販売されている製品
の安全性の問題提起。井上氏からは八木山地区で行わ
れている、不要になったモノの譲渡会の「ただもん市」
の状況が報告されました。菊地先生からは、循環型社
会の継続は、一人一人のモラルや教育で多く左右する
との話で締め括られました。（実行委員長中島敏：
ZIMA DESIGN 代表）

内閣府地方創生 SDGs 官民連携プラット
フォーム分科会 
安全（製品安全・消費者安全）と SDGs　
第２回分科会の報告
https://future-city.go.jp/platform/session/detail_c033.html

　本年度の第２回分科会を 11 月 25 日に配信にて開
催されました（参加者 120 名）。第１部は基調講演で
『サーキュラエコノミーの現状と先行事例』を那須清
和様（サークルデザイン株式会社代表取締役）より発
表を、第２部はこのテーマと安全について NACS より
消費者に伝わらないリコールやアレルゲンなど健康に
関心のある方への伝え方、JEI からはエシカル消費と
しての視点での課題、最後に APL はデジタルトレー
サビリティなどを伝え、消費者に何をどうやって迅速
に伝えるのか、その目的はやはり食品を含む製品の消
費者安全であることを発表しました。（事務局）

PLnews
2022年12月号

みんなでSDGs

ガッティ家のオリーブオイル

ジョアンインターナショナル
03-3903-7607

検索
GS1QR scodt

〒955-8655 
新潟県三条市塚野目2341-1
https://www.takagi-plc.co.jp

道具で世界に笑顔を

東北工業大学長町
キャンパス
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【フードテック】が食の未来を変える

「フードテック」という言
葉をご存知でしょうか。

　これは「フード」と「テ
クノロジー」を組み合わせ
た造語で新しい産業分野の
こと。最先端技術を活用して食材を人工的に生み出す
ことなど、食の問題を解決し、その可能性を広げるも
のとして期待されています。

　最も開発が進むのは植物由来の材料で作られた「代
替肉」。ベジタリアンや宗教上の理由だけでなく、環
境負荷軽減の観点から多くの消費者の間でも需要が高
まり、市場も拡大しつつあります。

　代替肉の原料はエンドウ豆、オーツ麦、ひまわりの
種、菜種油などの植物由来の自然素材で、植物性タン
パク質の構造を動物の筋繊維のような繊維形状に変え
る独自技術で従来肉の食感に近づけています。

　現在は欧米各国が主な市場でありますが、続いてア
ジア市場に目を向けてくることは必至。従来肉は生産
者の減少などの影響で鈍化するとの見方が一般的です。

　フードテックによって生み出される食材は自然由来
といえども、人工的な技術が施された「製品」です。
今後、様々な「食」に関する分野において、正しい情
報の提供が求められます。今から準備しておきたいで
すね。（椿克美）

我が家の製品安全点検

　冬場を迎え、燃焼機器などの火災事故が起きやすく
なってきています。特に経年劣化を原因とした火災は
例年後を絶ちません。
　11 月は経産省が定める製品安全総点検月間である
ことから、我が家においても自宅の機器類の点検を
行ってみました。
　対象となった機器は、エアコン、扇風機、ガス瞬間
湯沸かし器、石油ファンヒーター、そして簡易火災報
知器です。
　扇風機を除いて皆 10 年以上経過の機器類ばかりで、
いつ事故が起きても不思議では無く、今まで放置状態
であったことに改めて気づきました。そこで、今後の
安全を維持するため、それぞれの製品において注意す
べきことを表示しました。
　特に簡易火災警報器は、過去に 2 回ボヤを起こし助
けられた経験から、有効期限をしっかり意識し、交換
忘れの無いように表示を行いました。
　近隣の家庭に確認したところ、どの家庭も機器の経
年劣化に対しては無関心であり、リコールに関しては
言葉も知らないのが現実です。
　消費者庁が毎日発信している「リコール情報メール」
に至っては誰一人もその存在を知りませんでした。
せっかく多くの情報を発信しながら認知されていない
のは残念なことです。

　最近、急速に普及している「電動アシスト自転車」
のバッテリー発火についても、全く注意している様子
はなく、多くの自転車が雨ざらしで放置されています。
皆様の家庭においても安全点検の実施をお勧めしま
す。そして消費者庁の「リコール情報メール」を確認
することも大切なことです。
下記 URL から登録できますので、安全確認の為に利
用しましょう。( 渡辺均洋 )

https://mmw.caa.go.jp/db/pub/recall_info/pc/create/ev/email

みんなでSDGs

〒470-2191
愛知県知多郡東浦町大字藤江字皆栄町108番地

https://www.karimoku.co.jp

木製家具で常に新しい生活空間を創造
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PL研究学会からのお知らせ PLnews
2022年12月号2022 年度第 2 回製品リコール検討委員会

開催

　今年も余すところ１か月になりご多忙のことと存じ
ます。
　製品の安全性の問題が発覚したら直ちに製品リコー
ルにより市場での危害リスクを低減させ、事故の発生
や再発を防止することになります。消費者庁のリコー
ルデータベースも OECD のリコールデータベースにリ
ンクされ、世界各国での食品も含めた製品リコール情
報の共有をおこなっています。超スマート社会では、
安全に関わる情報を消費者にも迅速にかつ正確に伝え
なければなりません。製品（食品）のリコールについ
て PL 研究学会製品リコール研究部会ではテーマを定
め継続的に研究を行うために製品リコール検討委員会
を設置し、本年度より食品リコールについて研究を開
始しています。
　特に北米での食品安全が衛生管理の上位にバイオテ
ロ方法での生産者から食卓までの厳格な食品トレーサ
ビリティを食品安全強化法 FSMA204 で事業者に求め
ていることから、流通システムのグローバル標準化機
関（GS1）でも GS1 標準の２次元シンボルの利用した
トレーサビリティの研究などが世界各国で進んでいま
す。これらの動向を受け、別紙の通り第２回製品リコー
ル検討委員会を開催します。
今回は傍聴人として zoom での無料で参加が可能です。
JETRO 農水北米担当官から FSMA204 についての最新
の情報も発表いただきます。申し込みは下記学会 HP
からお願いします。（学会事務局）

開催概要
テーマ：～食品リコールとトレーサビリティー～
開催日時：2022 年 12 月 22日（木）14:00～17:00
開催方法：学会本部より zoom配信
zoom対応：APL 事務局（仙台）
一般傍聴：zoom にて所属、連絡先などを明記の上参
加可
開始時間　14:00 (zoom受付開始 13:30)
終了予定　17:00（意見が多い場合は延長する場合が
あります）
開催のご案内　事務局長代行　椿　克美（5分）

発表内容については、学会HPをご覧ください。
https://aplics.org/

お申し込みはこちら
https://forms.gle/iKdgDE7xALvepZRX6

「新 PL 研究８号」論文募集中

　当学会では、会員の研究成果を学会誌を通し、広く
公表しています。
　今年も来年度の発行に向けて「新 PL 研究 8 号」へ
のご寄稿を広く募集しています。Product Liability は
実に広範囲で、SDGs の「つくる責任　つかう責任」そ
のものです。保険、サービス、金融、教育なども含め、
社会科学、自然科学、情報科学等全て横断的に関わる
ものであります。様々な視点でぜひ研究ノート、一般
論文、査読論文などをご寄稿ください。正会員、賛助
会員で無い方もぜひお待ちしています。

論文の募集要項については学会 HP で公開しています。
ご不明な点ついては事務局にご連絡ください。

学会誌論文の募集について
https://aplics.org/index.php?gakkaishi

「まるごと、しっかり」引き受ける

私たちは、お客様のご要望を

三条印刷の「まるしか隊」です。

■新潟支社 
■長岡支店 
■関越営業所 
■上越営業所 
■高崎営業所

本社：〒955-0072  新潟県三条市元町9番3号
T E L .（０２５６）3 2 -2 2 8 1（代） FAX .（０２５６）3 2 -2 6 7 0
URL https://sanjo-prn.co.jp

お

かげ
さまで8 0 周

年

■営業品目／ポスター・パンフレット・チラシ・出版（作品集・書籍・記念誌）・広告代理店 他

取扱説明書、本体表示な

どのご相談承っています。
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Q: 取扱説明書の目的とはなにか？

　私達 APL では取扱説明書ガイドラインで次のよう
に取扱説明書を定義しています。

「取扱説明書は、事業者が製品を市場に出荷するに際
し、消費者基本法第 5 条に準拠し消費者が当該製品を
安全に正しく使用するための情報を伝えることを目的
とした説明書とします。」

　つまり、消費者基本法第 5 条に定められた事業者の
消費者に対する責務、特に消費者安全に資するために
事業者が消費者に伝えるための具体的な手段として取
扱説明書を位置付けています。この分かりやすい法律
が基本になり、消費者安全法 ( 消費者庁所管 )、そして
行政法として消費生活用製品安全法などがあります。
　難しい言葉や名称などを用いて説明しても専門的な
知識のない消費者は理解できません。相手は消費者、
何かあれば消費者に対応してもらわなければなりませ
ん。事業者の都合ではなく使う側の視点で分かりやす
くそして理解してもらうための製品の「教科書」です。
将来、バーャルリアリティになっても AI が理解でき
る言葉、説明できる内容、そのように視野を広げて改
善を進めてください。
　

Q: 電子化された取扱説明書があれば、紙の取説
は同梱しなくてよいのか？

　取扱説明書については JIS. S 0137 : 2000「ISO/IEC 
Guide37:1995」で取扱説明書を製品の付属品 ( すな
わち同梱 ) として提供すべきと規定されていました
が、2012 年に改定された「ISO/IEC Guide37:2012」、
「IEC82079-1」では一転して取扱説明書の製品添付を
義務付けを削除し「提供媒体として Web を積極活用
すべき」と明示しています。SDGs を推進する意味で
もこの説明書の電子化は急務で、すでに先進的な自動
車メーカーなどで開始されています。電子化されるこ
とによりこれまでカラー印刷されなかったこの取扱説
明書も PDF などでカラー閲覧できるようになりまし
た。
　なお、電子化に全てを移行するというよりも、製品
同梱の印刷物もしくは本体表示には重要事項だけを記
載し、そこに動画や取扱説明書、製品寿命から製品に
よっては検査証明書なども電子化して閲覧できるよう
にする工夫や、新製品の情報を更新することも必要に
なります。詳しくは取扱説明書ガイドラインに記載さ
れていますので、ご参照ください。

最新のPL対策を検討、また実際に取り組んでいる方々からの質問などについて取り組みの

参考にしていただくためのコーナーです。今回はセミナーに参加された方からの疑問、質問

にお答えします。

製品の安全対策ワンポイントアドバイスとFAQ

電子化された取扱説明書（出典：本田技研工業株式会社）
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事務局だより PLnews
2022年 12月号2022 年を振り返って

　今年も早いもので 12 月となり残り 1ヶ月を切って
います。今年は取扱説明書ガイドラインを 6年ぶりに
「取扱説明書ガイドライン 2022」として改定し、よ
り制作実務的な内容として 7月に発行しています。
　また、「PL 対策解説書 2022」も、社内の体制整備、
リコール対策、新しい方法での製品のトレーサビリ
ティといった項目を追加し新たに発行しました。
　更に今年は「PL 検定」の受験方式を変更し、初級
テキストを単体で購入できるようになりました。こち
らは PL 対策解説書をベースとしてテキストになって
いますので、単体でも PL 対策の基礎を学ぶことがで
きます。これらのテキストは委員会を立ち上げ外部の
方のご意見を伺いながら改定に当たりました。改めて
お礼を申し上げます。
　4 月の大会ではハイブリッド開催で 100 名を超え
る方が参加されました。また、毎月 1～2回セミナー・
講習を実施し、こちらも 200 名以上のご参加をいた
だきました。今年の参加者の特徴としては産業用機械
系のメーカーの方が多く参加されていました。
特に取扱説明書に関するセミナーに多くご参加いただ
き、改めて取扱説明書・本体表示の改善に対する需要
の高さを感じました。取扱説明書については取扱説明
書ガイドラインを用いた専門講習のほか、制作実務講

最新！PL対策解説書2022
税込 5,280 円

これ一冊で、最新の PL 対策
まるわかり！

ポジティブインセンティブ規制、ポジティブリスト化する
法律や基準、急速に進む流通小売の動向など、製品安全の
最前線で 27 年に及ぶ PL対策の第一人者 R&D スペシャリス
トが書き下ろした実務書です。
皆様の業務改善、体制維持などの全てが書かれています。
取扱説明書ガイドライン2022と併せて万全の最新のPL対
策にお役立てください。

産業用機械から日用品まで、消費者市場にて使われるもの
を対象に「取扱説明書ガイドライン 2022」を新たに出版
しました。
初心者でも作れるようにテンプレートもデータで配布しま
す。 モバイルの小さな画面でも、知識のない人でも分かり
やすく正しい使用方法を伝え、誤使用の事故をなくすこと
を目的とし、当協議会では PL 検定受験を通し「なぜ取扱
説明書が必要なのか、表示とはどのような関係なのか」も
理解していただけるように支援を行なっています。

取扱説明書ガイドライン2022
税込 7,700 円

わかりやすく、見やすい
消費者視点の取扱説明書

https://pl-taisaku.org/?page_id=630
詳しくはこちら＞＞

PL 対策・体制整備・表示などの
基礎を学べます

PL 検定初級　5,280 円（税込）

習なども企画しており、取扱説明書ガイドラインを始
め様々な学べる場を用意していきますので、ぜひご利
用ください。

　コロナ禍でテレワークを余儀なくされ、Zoom を使
用したセミナーや大会、講習動画の撮影など、慌ただ
しく過ぎ去った 1年でした。来年も食品の安全に関す
る動向など忙しくなりそうですが、様々な情報を発信
していきますので、今後も当協議会を宜しくお願いい
たします。（事務局）

メルマガ登録はこちら
https://pl-taisaku.org/?page_id=4253　


